
 

盛岡市立なかの保育園移管先法人募集要項 

 
盛岡市では，盛岡市立なかの保育園（以下「なかの保育園」という。）について，その設

置運営を適正かつ円滑に行い，入所児童及び地域の児童並びにその保護者の福祉の増進を

図っていただける社会福祉法人等に移管することといたしました。 
 
１ 公募にあたって 

移管にあたっては，児童福祉法第 1条に定める児童福祉の理念を前提に運営を行って

いただきます。また，児童福祉施設最低基準，保育所保育指針（厚生労働省家庭局長通

知平成 11 年 10 月 29 日児発第 799 号）並びに国及び市の定める諸法令・計画・要綱等を

遵守するとともに，盛岡市の指導に従っていただくこととします。 

これまでのなかの保育園の運営・保育内容を基本とし，子どもたちのよりよい成長の

ために，保護者の意向を十分に配慮したうえで相互の意思疎通に努め，円滑な移管を行

っていただきます。 

移管後も安定的・継続的な運営を行い，児童・保護者・地域等との信頼関係の維持・

向上に努めていただきます。 
 

２ 土地・建物 

  現在のなかの保育園施設は，老朽化が進んでいるため，平成 21 年 3 月末で閉園する予

定としております。代わりに市で保有している土地において保育所を整備していただけ

る法人を募集します。 

（１）土地 
ア 土地の概要 
所在地（別紙参照） 土地の地目 敷地面積（㎡） 
盛岡市東安庭一丁目 13 番 宅地 3082.95 

イ 貸付けを受けた土地については，保育所以外の用途に使用することを禁止します。 
ウ 10 年間の無償貸与とします。無償貸与期間の経過後については，期間満了前に 
市と協議のうえ，期間を更新することができるものとします。 

エ 次の場合は，契約を解除します。 
・ 保育所以外の用途に供したとき。 
・ 当市の承諾を得ずに土地の形状・形質を変更したとき。 
・ 土地を転貸したとき。 
・ 当市の承諾を得ずに土地上の建物の増改築を行ったとき。 
・ 当市の承諾を得ずに土地上の建物の抵当権の設定を行ったとき。 
・ 契約を継続しがたい重大な背信行為があったとき。 

オ 補助金適正化法上の財産処分制限期間前に土地を明け渡す場合には，建物及び工 
作物については現状のままでの引渡しをするとともに建物及び工作物の買い取りを 
請求しないものとします。また，それ以降に土地を明け渡す場合は，建物及び工作 
物を撤去し，整地をしたうえ更地として当市に明け渡すとともに，当市に対して， 
建物及び工作物の買い取りを請求しないものとします。 

（２）建物 
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ア 建物は，市で無償貸与する土地に法人で整備していただきます。 
木造・RC 造を問いません。 

イ 施設整備にあたっては，市で次世代育成支援施設交付金対象事業として国と協議を

行い，そのほか市の単独補助を行う予定です。 
ウ 公募条件である一時保育を行うスペースや保育所の機能向上にかかる整備も入れ

ること。また，園児送迎車用の駐車場を設けること。 
   

３ 移管年月日 

平成 21 年 4 月 1 日（予定） 
 
４ 応募資格 

応募資格は，次の全てに該当するものとします。 
（１）岩手県内に法人本部がある社会福祉法人及び民法第 34 条により設立された法人 

であること。 
（２）岩手県内において，認可保育所を設置運営している実績があること。 

 
５ 公募条件等 

なかの保育園の設置運営を引き受けるにあたっては，次の公募条件を守っていただき 
ます。 
（１）関係法令等の遵守 
 ・関係諸法令を遵守し，市の指導に従うこと。 

（２）保育時間と休園日 
・通常の保育時間は，午前 7 時から午後 6 時までとすること。 
・休園日は，日曜日，国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に規定す

る休日，１月２日，３日及び 12 月 29 日，30 日，31 日とすること。 
（３）定員及び受入年齢 

・定員は 120 名を基本とすること。 
・0 歳児から 5 歳児までを受け入れること。ただし，０歳児の受け入れについては， 
移管後 3 年以内に行うこと。 

（４）職員配置 
・園長は，社会福祉事業に従事した経験を 5 年以上有し，児童福祉に熱意のある者

とすること。（経験年数は，移管時の平成 21 年 4 月 1 日を起算日といたします。

以下同じ） 
・保育士のうち最低 1 名は，10 年以上の保育経験を有する者とすること。 
・保育士の 3 分の１以上（園長及び上記の 10 年以上の保育経験を有する者を含む。）

は，5 年以上の保育経験を有する者とすること。 
・乳児保育を行うにあたっては，看護師等を配置し，乳幼児の健康管理に努めるこ

と。 
・栄養士を置くこととし，乳幼児の栄養管理や食育を進めること。 
・自園調理方式を採用して，食数に応じて必要な調理員を配置すること。 
・保育士の配置にあたっては，保育経験に配慮し，特に中心的役割を担う保育士は

保育経験豊かな者を配置するとともに，バランスのとれた年齢層の職員構成とす

ることで，日々の保育が支障なく円滑に実施できるように努めること。なお，そ

の提案を重視します。 
（５）保育内容の継承 
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・保護者のご意見・要望等を取り入れながら，対象保育所の保育内容を継承するこ

と。 
（６）特別保育事業等 

移管後は，次の特別保育事業を行うこと。 
・移管時から最低限午後 8 時までの延長保育を実施すること。 
・移管後できるだけ速やかに休日又は一時保育を行うこと。 
・移管後 3 年以内に地域子育て支援センター事業（従来型）を実施すること。 
・集団保育が可能な障害のある子どもを原則として受け入れること。 

（７）行事 
・原則として移管前の年間行事を継承すること。 
・地域活動事業として月 1 回以上の保育所の開放を行うとともに，地域の子育てを

支援するための育児相談等を行うこと。 
（８）給食・保健衛生 

・給食の提供にあたっては，児童福祉施設における「食事摂取基準」を活用した食

事計画に基づき，児童の体調や食物アレルギーに対する除去食等の実施など個別

事情に十分配慮すること。 
・「食育基本法」や「保育所における食育に関する指針」に基づいて各年齢の発育・

発達段階に応じた食育に取り組むこと。また，献立の提示や展示食を実施するな

ど児童・保護者に対する栄養指導に努めること。 
・給食施設・設備をはじめ，施設の衛生管理，児童・職員の健康管理を徹底するこ

と。 
・児童に対しては，年２回の健康診断や年１回の眼科・耳鼻科・歯科健診などの当

市の定める健診等を必ず実施するとともに，嘱託医等との連携を十分図ること。 
（９）費用の徴収 

・幼児の主食代，園児に配布する絵本等の教材費，園外活動にかかる実費，延長保

育の実施に係る食事及びおやつ代，特別保育の利用料，その他市が認める実費徴

収金以外の負担を保護者に求めないこと。ただし，保育のサービス提供の対価と

して必要と判断した場合は，保護者とよく協議し，理解を得てから実施すること。 
(10) 職員研修 

・職員の資質向上のため，職員研修計画を作成し，積極的に研修等に参加させるこ

と。 
(11) 保護者との懇談等 

・保護者との懇談を適宜開催し保護者の意向を把握するとともに，保護者の要望に

対しては誠意を持って対応すること。 
・苦情解決の仕組み（苦情解決責任者，苦情受付担当者，第三者委員の設置）を整

備すること。 
(12) 引継保育 

・平成 20 年 4 月から 1 年間の引継保育を予定しており，移管後においても引き続き

保育を行うことができる保育士として，平成 20 年 4 月から主任保育士 1 名及び担

任保育士 2 名を，さらに同年 10 月から，保育士 3 名を配置すること。 
(13) その他 

・既に保育所を運営している法人が移管を受けた場合においては，既設の保育所を

廃止しないこと。 
・移管後 5 年以内に第三者評価事業に取り組むよう努め，評価の結果を公表するこ

と。 
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・運営にあたり，地元自治会，周辺住民等と十分な意見調整を行うこと。 
・盛岡市保育所協議会及び盛岡市私立保育所協会への加入について配慮すること。 
・保育所名については引き継ぐこと。 

 
６ 選定 

選定にあたっては，応募提案型公募方式により社会福祉法人等から保育所運営等につ

いての提案を行っていただきます。 
選定委員会で，応募提案を審査して，法人を選定し，その後，法人と市とで保育所事

業内容等について詳細に協議をしたうえで，市長が決定します。 
なお，選定委員会の会議は，非公開としますが，法人の代表者等から聴き取りを行う

際は，公開とさせていただきます。 
選定要領は，選定委員会で協議のうえ，公開といたします。 

応募提案の内容及び添付書類は，別紙のとおりとします。 

 
７ 移管前後の支援等 

（１）移管前の平成 20 年 4 月から平成 21 年 3 月までに行う引継保育に要する経費につ

いて法人と協議のうえ，費用を負担します。 
（２）移管後に実施する通常保育及び特別保育事業について必要な経費を支弁します。 

通常保育に係る保育所運営費については，委託料で支弁し，延長保育，乳児保育，

発達支援児保育，一時保育については既存の制度に従って支弁します。 
盛岡市私立児童福祉施設運営事業補助金は，補助金として毎年定める交付要領に

従って交付します。 
（３） 施設整備にあたっては，乳児保育室及び子育て相談室を設けていただきます。また，

必要に応じて一時保育室等を設けていいただきます。その際に，次世代育成支援対策

施設整備交付金対象事業として，市と協議していただくほか，「（仮称）盛岡市民間社

会福祉施設等施設整備費補助金交付要綱」に基づき，次世代育成支援施設整備交付金

対象経費のうち法人負担分を市が助成する予定です。 
（４）移管後 3 年間は，臨時保育士等の配置について必要な経費の一部を市が助成する予

定です。 
 

８ 移管申込書類の配布等 

（１）申込書等配布期間 平成 19 年 6 月 1 日（金）から平成 19 年 7 日 18 日（水）まで 
午前 9 時 15 分から午後 5 時 15 分まで 

（２）配布場所 盛岡市保健福祉部児童福祉課保育係（盛岡市役所本庁舎 5 階） 
 

９ 保育所建設用地視察及び説明会 

  なかの保育園については，平成 19 年 6 月 10 日（日）午後 1 時 30 分から午後 2 時 30 
分まで東安庭の保育所建設用地の視察となかの保育園において説明会を実施します。 

  参加を希望される方は，開催日の前々日の金曜日までに盛岡市役所児童福祉課までＦ

ＡＸにて参加申込みをお願いいたします。 
 
10 質問の受付 

質問があるときは，所定の質問票（様式７）で参加希望される施設見学及び説明会の

前々日の金曜日までに到着するように提出をお願いいたします。なお，提出された質問

に対する回答は，後日，説明会等を通じて行う予定です。 
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その後において質問がある場合は，電話・電子メール等で受付いたします。 
質問の内容については，ホームページ上で公表いたします。 

11 応募書類の提出 

  平成 19 年 6 月 13 日（水）から平成 19 年 7 月 18 日（金）までの期間中に盛岡市役所 
本庁舎 5 階児童福祉課に直接持参し，提出してください。（郵送等による受付はいたしま 
せん。） 

  なお，受付時間は，午前 9 時 15 分から午後 5 時 15 分までです。 
  提出部数は，全てＡ４サイズ（予算書等で縮小すると判読困難なものについては，折 
り込み可）片面印刷で，正本１部，副本６部（コピー６部）とします。 

 
12 その他  

（１）移管先法人については，選定委員会での選定を経て，市との協議が整った後，8 月 
下旬を目途に決定いたします。 

 （２）法人選定を行う際に，選定委員会で既存の保育所での保育について現地視察をさ

せていただく場合があります。 
（３）土地の貸付けについては，盛岡市立保育所条例に関する条例の改正について盛岡市

議会の議決を経た後に市と契約を締結していただきたます。 
（４）今回提出していただく移管申込書は，返却いたしません。 
（５）追加資料を提出していただくことがあります。 
（６）移管決定後，なかの保育園の保護者が既設の保育所の見学を希望される場合は，

積極的に対応していただきますようお願いいたします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【問合せ先】 
〒020-8530 盛岡市内丸 12-2 

盛岡市保健福祉部児童福祉課 女
め

鹿
が

・赤坂・齊藤

電話 019-651-4111 内線 2552・2553 
FAX 019-652-3424 
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盛岡市立なかの保育園移管申込書 添付書類一覧  

 

移管申込書を頭にして以下の順番によること。 

１．法人関係 

①法人概要説明書（様式１）  

②法人登記簿の写し  

③定款  

④就業規則・給与規定（退職手当含む） ・給与表 

⑤理事・監事の履歴書（様式２）  

⑥法人の平成17，18年度の決算書（貸借対照表，事業収支計算書，資金収支計算書） 

⑦所管庁の指導監査資料，指導監査結果報告書及び監査指導結果改善報告書（平成17，18年

度分） 

⑧法人の平成19年度予算書 

２．保育所運営（現在運営している保育所） 

①施設長の履歴書   

②主任保育士の履歴書   

③保育所の平成17，18年度の決算書（貸借対照表，事業収支計算書，資金収支計算書） 

④所管庁の指導監査資料，指導監査結果報告書及び監査指導結果改善報告書（平成17，18年

度分） 

⑤保育所の平成19年度予算書  

３．保育関係（移管後運営していく保育所） 

①施設長（予定者）の履歴書   

②施設長（予定者）の就任承諾書  提出参考資料参照 

③主任保育士(予定者)の履歴書   

④主任保育士（予定者）の就任承諾書  提出参考資料参照 

⑤応募理由及びアピールしたいこと （様式３）  

⑥事業計画書  （様式４の１）  

⑦事業計画書（地域子育て支援センター分） （様式４の２） 

⑧保育方針，保育目標について  （様式５の１） 

⑨保育内容について  （様式５の２）  

⑩年間行事，園の安全対策・衛生管理について  （様式５の３）  

⑪発達支援児保育，保護者とのコミュニケーションおよび保護者 

会との関係について  

（様式５の４）  

⑫地域活動への取り組みについて，職員研修について （様式５の５）  

⑬施設整備計画書 （様式６） 

⑭建物図面（軽易なもの）  
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４．移管条件等の適合確認票 

移管条件等の適合確認票  （様式７） 

５．その他 

提出部数  

提出部数は，全て A４サイズ（予算書等で縮小すると判読困難なものについては，折り

込み可）で，正本１部，副本（コピー）６部とします。  
※パンフレット等  
既設の社会福祉法人等の場合は，現在運営している施設等のパンフレット等を７部（コ

ピーでも可）添付のこと。  

 

※注意事項  

（１）提出した書類は，返還いたしません。 

（２）押印は，全て実印とすること。 

（３）各種様式については，それに準じたものでも可。希望される場合は，ＦＤ（フ

ロッピーディスク）でお渡しいたします。 
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（様式７） 

平成19年  月  日 

盛岡市長 谷藤 裕明 様 

（保健福祉部 児童福祉課 ） 

Fax 019-652-3424 

法人名 

質問票 

 

 

 

 

 

質問事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質問内容 

 

 (注)質疑事項1 件ごとに本用紙1 枚で提出すること。 
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